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自治労臨時・非常勤等職員全国協議会／
総務省要請

基幹的、恒常的業務で働く臨時・非常勤等職員の処遇改善を！

雇用の安定、処遇改善に向けた措置をとることができるよう必要な財政措置を求める

自治労臨時・非常勤等職員全国協議会は、2015年秋闘行動の一環として、9月28日、臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定を求める総務省要請を実施しました。
　冒頭、自治労臨時・非常勤等職員全国協議会の松本議長が、「自治労の調査によると、全国で70万人の臨時・非常勤等職員が基幹的、恒常的な業務で働いている。しかし、賃金・労働条件では正規職員や任用期間に上限が設定されている自治体もある。「2014通知」が正確に伝わっておらず、処遇改善につながっていない自治体もある。雇止めの解決にいたっていない自治体もある」とあいさつした。
　その後、同協議会野角事務局長が要請趣旨を説明し、次の重点項目について回答を求めました。
（１）2014年7月に総務省より発出された通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用について」において雇用不安や処遇の低下を招かないよう、各自治体に周知すること。具体的には①任用形態変更等による雇用止めはさせないこと。②再度の任用における応募の機会を均等に与えること。③妊娠・出産を理由とした雇止めはさせないこと。これらに必要な財政措置を。
（２）東村山市事件、枚方市事件、茨木市事件などの裁判例を踏まえ、任用根拠にかかわりなく職務内容・勤務実態などから見て常勤的な臨時・非常勤等職員については、手当支給ができることを各自治体に周知すること。
【総務省公務員部公務員課／館理事官の回答要旨】
（１）同通知の中で、再度任用の際の応募機会の付与について、「募集にあたって、任用の回数や年数が一定数に達していることのみを捉えて、一律に応募要件に制限を設けることは、平等取扱いの原則や成績主義の観点から避けるべき」と助言しているところである。
地方団体においては、本通知の趣旨も踏まえ、平等取扱いの原則や成績主義の観点から、任期ごとに客観的な能力実証に基づき当該職に従事する十分な能力を持った者を任用していただくべきものと認識している。
（２）ご指摘の非常勤職員にかかる判例は、個別の事例について、非常勤職員として発令されているものの、地方自治法上の「常勤の職員」としての実態があると認められた者に対する手当支給が違法では無いことを判示したものであると認識している。
このことを踏まえ、地方自治法第204 条に規定する常勤の職員に当たるか否かは、任用方法ないし基準、勤務内容及び態様、報酬の支給その他の待遇等を総合的に考慮して実質的に判断されるものであり、地方公務員法上の任用根拠から直ちに定まるものではないとの趣旨の裁判例が存在することに留意が必要である旨を各団体に対して助言しており、常勤・非常勤の職員の任用にあたっては、制度の趣旨や勤務内容に応じた任用等が図られるよう注意喚起を行っているところである。
＜2015年度欠員状況／10月1日現在＞
（　）は4月1日現在
	職種
	数
	対応
	職種
	数
	対応

	一般職計
	181(158)
	
	歯科衛生士
	2  (2)
	

	一般事務
	90 (72)
	非9
	獣医師
	(1)
	

	職訓指導員
	21 (21)
	
	大学教育
	1  (5)
	採1

	福祉
	34 (30)
	
	建築
	1  (1)
	

	保健師
	2  (2)
	
	一般土木
	8  (4)
	

	看護師
	2  (2)
	
	農業土木
	2  (2)
	

	専任教員
	2  (1)
	非2
	電気
	2  (2)
	

	医師
	5  (5)
	非3、採1
	無線
	1  (1)
	

	化学
	1  (1)
	
	
	
	

	物理
	1  (1)
	
	現業職計
	14 (14)
	

	林業
	1  (1)
	
	調理
	4  (4)
	

	農業
	1  (1)
	
	農芸技能
	2  (2)
	非2

	衛生監視
	1  (1)
	
	電話交換
	2  (2)
	非1

	温泉監視
	1  (0)
	
	監視
	4  (4)
	非4

	と畜検査
	1  (1)
	
	動物技能
	2  (2)
	非2

	化学検査
	1  (1)
	
	欠員合計
	195(172)
	


※欠員対応：非は非常勤、採は採用、記載以外は臨任職員


県人事委員会報告・勧告を受け、県労連は10月21日、「15項目107課題」にわたる2015年度賃金確定等要求書を黒川副知事に提出し、賃金確定闘争がスタートしました。

10月23日にはこの要求書に対する副知事回答交渉が、27日には第1回幹事団交渉が行われました。

　幹事団交渉の中で労務担当局長は、「国家公務員の給与改定が行われていない。臨時国会も開催されておらず、いつ決まるかもわからない。給与改定通知が発出されない中で実質的な議論は難しく、幹事団交渉の日程について、あらためて調整をお願いしたい。」と、交渉日程の延期について提案を行いました。

これに対し、幹事団が次のように発言しました。

【県労連幹事団の発言要旨】

○臨時国会は開かれていないが、人事委員会勧告は出ているのだから、勧告についての交渉はやってしかるべき。組合員の期待感が強い中で交渉延期の理由がなく、理解を得るのは難しい。

○当初の日程で交渉を進めるよう求める。

○「国の状況で交渉を延期する」ことは、組合員の理解は得られない。あらゆる機会を捉えて、地方の自主性・主体性を認めるよう国に働きかけを。交渉を遅らせるだけでは組合員は納得しない。

○最終決着ができないのは一定理解するが、実質的な議論ができないことは納得できない。誠実な対応を。

○市町村に与える影響も大きい。県の責任としてきちんとした対応を強く求める。

　これを受けて議長から次の提案が示されました。
【議長発言】

○交渉延期の提案は非常に重く、この場での判断は困難。県労連幹事会に持ち帰り検討する。

○仮に交渉が延期された場合でも、交渉再開は速やかに行い、可能な限り12月議会に条例を提案できるように努力してほしい。

○再開後の交渉は、組合員の期待も大きいことからできるだけ早く結論を出したいが、交渉が拙速になることは避けたい。最終交渉まで例年どおりの交渉期間（スパン）で行ってほしい。
【労務担当局長回答】

労務担当局長は、「交渉再開については、給与改定通知を待って速やかに行いたい。交渉のスパン、12月議会への上程についての気持ちは、私も同じ考えである。」と回答しました。

交渉終了後に、県労連幹事団で交渉日程の延期に対する議論を行いました。当初の日程延期はやむを得ないが、①給与改定通知が発出され次第すみやかに交渉を開催し年内決着をめざす。②再開後は例年と同じ交渉期間で交渉を行う。③早期の閣議決定、給与法改正を国に対し要請するよう努力してもらう。などを確認し、交渉日程を延期することにしました。

現時点で交渉再開の日程は未定ですが、自治労県職労は県労連に結集し、最終交渉まで「労働条件は労使対等の交渉で決める」という基本的立場で臨み、職員の生活を守るため全力で確定闘争に取り組むこととします。

賃金確定交渉日程の延期提案に対する事務局長見解
10月27日の幹事団交渉で、労務担当局長から今後の交渉日程についてあらためて調整をお願いしたいとの提案があった。

理由として、①地方公務員法上、地方公務員の給与を決定する際は、民間給与とともに国家公務員の給与も考慮しなければならない。②国家公務員の給与については、閣議決定がされ給与改定通知が発出されたのち、国会審議（給与法の改正）を経て決定するが、現時点でどれも行われていない状況となっている。③2007、2008年度に給与改定通知が出るまで交渉を延期したこともある。④当時は臨時国会が開会していたが今年は臨時国会が開催されておらず、過去にない不透明な情勢である。などを要素としてあげた。

国において臨時国会が開催されず、給与法法案の閣議決定の見通しがたたない状況にあることは事実として受けとめざるを得ない。

しかし、国家公務員の給与は、県人事委員会勧告において既に考慮されており、地方自治の本旨を踏まえれば、地方公務員の給与決定は、国会の動向に左右されるべきではなく、県人事委員会勧告に基づく、労使の自主的交渉と協議が尊重されるべきである。

県当局においては、国に対し、早期に給与法改正案の閣議決定を行ない給与改定通知を発出するよう要請するとともに、2015賃金確定交渉が「県人事委員会勧告・報告、確定期要求書提出・回答交渉」で実質的にスタートしていることを踏まえ、情勢が変わりしだい速やかに交渉を再開し、遅くとも年内に決着が図られるよう努めるべきである。

あわせて、交渉の延期が、月例給と一時金の２年連続の引き上げを期待している組合員に失望を生むことはあってはならないと考える。

県労連幹事会として、以上の考えを労務担当局長に伝え、その実現を強く求めながら、交渉日程延期の当局提案については受諾することとする。

県労連交渉の延期は、市町村職員、県関連労働者に対しても少なからぬ影響が出ることが想定される。県労連は、市町村職員、関連労働者、自治体関係者とともに、早期の閣議決定、臨時国会開催を求める取組みを強めていく。

県労連は、交渉が延期される状況下にあっても、５単組の統一と団結、職場からの運動を積み重ね、賃金確定要求の前進に向けて奮闘するものである。
まだ間に合います！

賃金確定要求実現署名

✿未提出の方は組合事務所までお願いします
11月12日締切迫る！
「年間報酬の平均による標準報酬月額の算定」手続き

今年10月から共済年金が厚生年金に一元化され、掛金が標準報酬月額制に変更になりました。これに伴い、毎年4月から6月の支給総額（給料月額＋各種手当）の平均月額を基本に標準報酬月額が決定され、掛金が算定されます。

今年の移行期については特例的に、6月の支給総額を基準に算定することとなったため、たとえば、5月に時間外が多く発生した職員などは標準報酬月額が高くなるといった現象が生じます。

そこで、標準報酬月額の間に標準報酬等級表上で2等級以上の差が生じている、2等級以上の差が業務の性質上、例年発生することが見込まれる等、一定の要件に該当すれば、「年間報酬の平均による算定」も可能になりました。

●手続き：職員（申立）→所属長（申立）→地共済県支部11月12日（木）必着

※　詳細については、グループウェアで10月16日地共済「年間報酬の平均による標準報酬月額の算定について（通知）」で確認してください。
















































２０１５県労連賃金確定闘争


要求書提出・回答交渉するも、「給与改定通知が発出されない中での議論はできない」（労務担当局長）として、交渉は延期


－当局は国の圧力に屈せず、主体性を発揮せよ！－
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